平成２５年第１回奥多摩町議会臨時会　会議録
１　平成25年５月20日午前10時00分、第１回奥多摩町議会臨時会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君

　　　　第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君

３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　原島　　肇君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町長　河村　文夫君　　副町長　加藤　一美君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　若菜　伸一君

　　　　企画財政課主幹　天野　成浩君　　総務課長　井上　永一君

　　　　住民課長　宮田　昭治君　　福祉保健課長　清水　信行君

　　　　観光産業課長　原島　滋隆君　　地域整備課長　川村　文雄君

　　　　教育課長　守屋　吉彦君　　会計管理者　清水　　明君

　　　　病院事務長　河村　光春君

　　　　

平成２５年第１回奥多摩町議会臨時会議事日程[第１号]

平成25年 ５月20日（月）

午前10時00分開会・開議

会　期　　平成25年５月20日～５月20日（１日間）

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	議長臨時町議会開会・開議宣告
	――

	２
	――
	　　　　　　　　　　　　６番　村　木　征　一　議員
会議録署名議員の指名

　　　　　　　　　　　　７番　師　岡　伸　公　議員

	３
	――
	会期の決定について
	決　　定

	４
	――
	町長あいさつ
	――

	５
	議案第48号
	専決処分の承認を求めることについて
（平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第７号））
	承　　認

	６
	議案第49号
	専決処分の承認を求めることについて
(奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例)
	承　　認

	７
	議案第50号
	専決処分の承認を求めることについて
(奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例)
	承　　認

	８
	報告第 １号
	平成24年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費繰越計算書について
	――

	９
	議案第51号
	奥多摩町奥多摩町営住宅使用条例の一部を改正する条例
	原案可決

	10
	――
	秋川流域斎場組合議会議員の選挙
	決　　定


（午前11時14分　閉会）

午前10時00分　開議
○議長（清水　典子君）　皆さん、おはようございます。
これより平成25年第１回奥多摩町議会臨時会を開会いたします。
直ちに本日の会議を開きます。
日程第２　会議録署名議員の指名を議題とします。
本件につきましては会議規則第122条の規定により、議長において指名します。
本臨時会の会議録署名議員に、

６番　村木　征一議員、

７番　師岡　伸公議員、

以上２名を指名します。

次に、日程第３　会期の決定について、を議題とします。
本件につきましては、本日、議会運営委員会が開かれ、本臨時会の運営について協議が行われていますので、その結果を議会運営委員会委員長、前田悦男議員より報告を願います。前田悦男議員。　

〔議会運営委員長　前田　悦男君　登壇〕

○議会運営委員長（前田　悦男君）　皆さん、おはようございます。
議会運営委員会の報告をいたします。
平成25年第１回奥多摩町議会臨時会の運営について、本日、午前９時より議会運営委員会を開催いたしましたので、その協議結果を報告します。
初めに、本臨時会の会期でありますが、提出された案件を審議の結果、本日１日限りとすることに決定しました。
次に、議案の取り扱いについて申し上げます。配付してあります提出案件一覧及び上程別・採決別一覧表をごらんください。

議案第48号の専決処分については、単独上程の即決と決定しております。
議案第49号と議案第50号の専決処分については、関連がありますので一括上程の即決と決定しております。
報告第１号の繰越明許費繰越計算書の報告を受けた後、議案第51号の一部改正条例については単独上程の即決と決定しております。
次に、秋川流域斎場組合議会議員の選挙についてですが、選挙するのは秋川流域斎場組合議会議員２名であります。この選挙については、従来の一部事務組合議会議員の選挙においても正副議長において候補者を選出していただき、地方自治法第118条に基づいた指名推選という方法を用い、議長から指名をいただく方法がとられておりますので、従来どおりの方法により選出していただくことで決定しております。

以上が議会運営委員会の協議結果であります。本臨時会の運営が効率的かつ円滑に進行しますよう、議員各位のご協力をお願い申し上げ、議会運営委員会委員長報告といたします。
○議長（清水　典子君）　議会運営委員会委員長の報告は以上のとおりであります。
お諮りします。本臨時会の会期は本日１日限りとしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、本臨時会の会期は、本日１日限りとすることに決定しました。
また、本日の日程はお手元に配付のとおりであります。

次に、日程第４　本臨時会の開会に当たり、町長より挨拶があります。河村文夫町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　おはようございます。

本日、平成25年第１回奥多摩町議会臨時会を招集させていただきました。
遅れがちだった季節の移ろいもようやく進み、山々の緑も日増しに濃さを増しており、風薫るすがすがしい季節となりました。このゴールデンウイークは天候にも恵まれたため、町への来遊者も大変多く、各観光施設も大いににぎわったところであります。とりわけＪＲ青梅線の利用客が多く、奥多摩駅前では登山客などがバスの乗りかえのため、近年まれに見る混雑となったことは大変喜ばしいことであり、観光産業等への波及効果も大きいものがあったと考えております。

さて、３月議会閉会後、第１回定例町議会以降につきましてのご報告をまずさせていただきます。
秋川流域斎場組合の加入につきましては、広報おくたま５月号でお知らせをしたところですが、５月１日付で東京都知事の許可をいただき、正式に組合に加入することができました。これによりまして、長年にわたり住民皆様から多くのご要望をいただいておりました公設の斎場の問題も解決し、今後は低料金で施設を利用できるようになり、住民負担の軽減を図ることができました。この組合加入に当たりまして、構成する、あきる野市、日の出町、檜原村でのご同意、及び斎場の所在する日の出町の施設周辺にお住まいの方々のご理解を得られたことに対しまして、改めてお礼を申し上げるところでございます。
次に、不動産の寄附につきまして、このたび複数の皆様から町に対し、大変多くのご寄附をいただきました。町ではこのことを広報５月号でお知らせするとともに、今後はこれら不動産を町のために有効に活用させていただく所存でございます。このうち、特に観光振興や住宅用地として立地条件のよい物件につきましては積極的に活用し、地域の活性化に役立たせていく所存でございます。

次に、本臨時会に提出いたしました議案等につきまして申し上げます。
議案第48号から議案第50号までの３議案につきましては、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分をさせていただきましたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求めるものであります。
議案第48号　平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第７号）の主な内容は、地方交付税では特別交付税として9,069万6,000円の増。また、東京都市町村総合交付金の額が確定したことに伴い、後年度の安定財源対策として財政調整基金、教育文化振興基金及び観光施設等整備基金の全額の繰り戻しを行うとともに、基金の積み増しとして財政調整基金へ3,200万円、今後の下水道債等起債の償還のための減債基金へ5,000万円、及び鳩の巣荘建設工事用として観光施設等整備基金へ１億円の積み増しを行ったものであります。最終確定いたしました平成24年度東京都市町村総合交付金は15億7,608万7,000円で、平成23年度確定額と比較いたしまして2,937万2,000円、1.8％の減となりました。

議案第49号　奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例及び議案第50号　奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例につきましては、地方自治法の一部を改正する法律等の施行に伴い、関係条例の一部を改正したものであります。
報告第１号　平成24年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費繰越計算書については、平成25年度に執行するため、地方自治法の規定に基づき手続を行ったものであります。
議案第51号　奥多摩町営住宅使用条例の一部を改正する条例については、平成24年度に町が取得した住宅について新たに町営住宅として活用するため、規定を整備するものであります。

以上、専決処分３件、報告１件、条例の一部改正が１件、計５件の議案等を提案させていただきますが、いずれも事務執行上必要不可欠な議案でありますので、ご審議をいただき、ご決定を賜りますようお願い申し上げ、平成25年第１回奥多摩町議会臨時会の開会に当たりましての私のご挨拶とさせていただきます。

○議長（清水　典子君）　以上で町長の挨拶は終わりました。

　これより、議案審議に入ります。

　日程第５　議案第48号　専決処分の承認を求めることについて、平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第７号）を議題とします。

これより提案理由の説明を求めます。副町長。
〔副町長　加藤　一美君　登壇〕

○副町長（加藤　一美君）　それでは、議案第48号　専決処分の承認を求めることについて（平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第７号））につきまして、提案のご説明を申し上げます。
本件は、地方自治法第179条第１項の規定によりまして、年度末に当たり議会を招集する時間的余裕がないことから、平成25年３月29日に専決処分しましたので、その内容を報告し、承認を求めるものでございます。

次のページ、専決処分書でございますが、平成24年度奥多摩町一般会計について補正を行いました。
理由でございますが、地方交付税、都補助金等の交付決定によりまして、後年度の財政運営に資するため、専決を行ったものでございます。
次の補正予算書をごらんください。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２億64万3,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ62億1,609万1,000円とするものでございます。２としまして、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるものでございます。

１ページをお開きください。歳入について申し上げます。地方譲与税は、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税の減額に伴い19万7,000円を減額し3,109万8,000円に、利子割交付金は、15万6,000円を追加し367万6,000円に、配当割交付金は、４万9,000円を追加し184万7,000円に、株式等譲渡所得割交付金は、４万4,000円を追加し47万円に、地方消費税交付金は、41万9,000円を減額し6,427万5,000円に、地方交付税は、特別交付税4,722万円及び震災復興特別交付金4,347万6,000円、計9,069万6,000円を追加し15億9,799万8,000円に、交通安全対策特別交付金は、21万1,000円を追加し221万1,000円とするもので、これらはいずれも交付決定によるものでございます。次に、国庫支出金は、障害者自立支援対策臨時特例交付金120万1,000円を追加し9,612万4,000円に、都支出金は、市町村総合交付金を１億7,608万7,000円を追加し、26億1,006万5,000円に、財産収入は、町有林立流木売払収入221万5,000円を追加し4,152万9,000円に、繰入金は、6,940万円を減額し745万円とするもので、当初予算において、財源不足により財政調整基金を3,200万円、教育文化振興基金を240万円、観光施設等整備基金を3,500万円、合計で6,940万円を３つの基金から取り崩す予定でおりましたが、都の市町村総合交付金が当初の見込みより１億7,608万7,000円増額交付されましたので、この6,940万円は基金に戻し入れを行うものでございます。
以上で、歳入合計では２億64万3,000円を追加し、62億1,609万1,000円とするものでございます。

次に２ページ、歳出の説明をさせていただきます。総務費は、基金積立として財政調整基金に3,200万円、減債基金に5,000万円、合計で8,200万円を追加し９億6,217万9,000円に、民生費は、障害者自立支援事業費120万1,000円を財源組替するもので、補正額はなく10億2,705万6,000円に、衛生費は、西秋川衛生組合負担金4,347万5,000円を追加し６億8,485万3,000円に、商工費は、観光施設等整備基金積立金として１億円を追加し４億8,948万9,000円に、教育費は、小学校費、中学校費は財源組替によるもので補正額はなく、保健体育費で国民体育大会実行委員会補助金2,442万9,000円を減額し、合計で７億3,645万円に、予備費は、40万3,000円の減額で920万8,000円とするもので、予算調整によるものでございます。
以上、歳出合計では、歳入と同額の２億64万3,000を追加し、62億1,609万1,000円とするものでございます。

以上で、専決処分の承認を求めることについて（平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第７号））の説明を終わらせていただきます。ご審議を賜り、ご承認をいただきますようお願い申し上げます。
○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第48号の質疑を行います。質疑がありましたらどうぞ。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第48号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第48号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第５　議案第48号について、承認することに賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第48号については承認されました。

　次に、日程第６　議案第49号　専決処分の承認を求めることについて（奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例）及び日程第７　議案第50号　専決処分の承認を求めることについて（奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）を一括して議題とします。
これより提案理由の説明を求めます。住民課長。
〔住民課長　宮田　昭治君　登壇〕

○住民課長（宮田　昭治君）　議案第49号と議案第50号は関連がありますので、一括でご説明申し上げます。
初めに、議案第49号　専決処分の承認を求めることについて、ご説明いたします。
地方自治法第179条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分いたしましたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求めるものでございます。
次のページをお開きください。平成25年専決第２号　専決処分書。地方自治法第179条第１項の規定により次のとおり専決処分いたしましたので、ご報告いたします。
１　奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例について。
理由でございます。地方自治法の一部を改正する法律（平成23年法律第30号）が、平成25年３月30日に公布され、その施行に関し、この条例の一部を改正する必要が生じましたが、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がございませんでしたので、専決処分いたしましたものでございます。
改正の主な内容ですが、個人住民税では消費税率引き上げに伴う影響を平準化する観点から、住宅ローン控除の期間延長と限度額の見直し、年金所得者の納税の便宜や市町村における徴収事務の効率化の観点から、公的年金からの特別徴収制度の見直し、及び平成25年から復興特別所得税が課税されることに伴い、ふるさと寄付金に係る住民税の特例控除の見直しが行われたことが主な改正の内容です。
それでは、条例の改め文もございますが、別紙、新旧対照表により改正内容につきましてご説明いたします。下線部分が改正箇所となっております。
新旧対照表の１ページをお願いいたします。
第４条第１項中「第２章」の次に「（第８条を除く。）」を、「第３章」の次に「（第14条を除く。）」を加える。
第33条の７第２項中「第314条の７第２項」の次に「（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。

附則第２条の２中「、第51条」を削り、「延滞金の」の次に、「年14.6パーセントの割合及び」を加え、「各年の前年の11月30日を経過する時における日本銀行法（平成９年法律第89号）第15条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合をいう」を「当該年の前年に租税特別処置法第93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この条において同じ」に、「その年中においては、当該特例基準割合（当該割合に0.1パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨てる。」を「その年（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年7.3パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3パーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセントの割合」に改め、同条に次の１項を加える。

次に、２ページの上段の第２項の「当分の間、第51条に規定する延滞金の年7.3パーセントの割合は、同条の規定にかかわらず、特例基準割合適用年中においては、当該特例基準割合適用年における特例基準割合とする。」。
附則第３条第１項中「日本銀行法」の次に、「（平成９年法律第89号）」を加え、「（以下本項」を「（当該期間内に前条第２項の規定により第51条に規定する延滞金の割合を同項に規定する特例基準割合とする年に含まれる期間がある場合には、当該期間を除く。以下この項」に、「到来する場合には、」を「到来する場合における」に、「前条」を「前条第２項」に改める。
３ページの上段の附則第３条の２中「第９項」を「第10項」に改める。

附則第５条の３の２第１項中「平成35年度」を「平成39年度」に、「平成25年」を「平成29年」に、「附則第５条の４の２第５項」を「附則第５条の４の２第６項（同条第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」に改める。

附則第５条の４中、次の４ページの上段になります「附則第５条の５第２項」の次に「（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。
附則第15条の２第３項中「又は第37条の９の２から第37条の９の５まで」を「、第37条の９の４又は第37条の９の５」に改める。
附則第20条の２の見出し中「延長」を「延長等」に改め、同条第１項を次のように改める。「その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。次項において同じ。）により滅失（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成23年法律第29号。以下この条及び次条において「震災特例法」という。）第11条の６第１項に規定する滅失をいう。以下この項及び次項において同じ。）をしたことによってその居住の用に供することができなくなった所得割の納税義務者が、当該滅失した当該家屋の敷地の用に供されていた土地等（同条第１項に規定する土地等をいう。次項において同じ。）の譲渡（震災特例法第11条の４第６項に規定する譲渡をいう。次項において同じ。）をした場合には、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は」、５ページ上段です。「それぞれ同表の右欄に掲げる字句として、附則第15条、附則第15条の２、附則第15条の３又は附則第16条の規定を適用する。」。

附則第15条第１項。第35条第１項。第35条第１項（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成23年法律第29号第11条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）。同法第31条第１項。租税特別措置法第31条第１項。
附則第15条の２第３項。第35条の２まで、第36条の２、第36条の５。第34条の３まで、第35条（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第11条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）、第35条の２、第36条の２若しくは第36条の５（これらの規定が東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第11条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）

附則第15条の３第１項。租税特別措置法第31条の３第１項。東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第11条の６第１項の規定により適用される租税特別措置法第31条の３第１項。
附則第16条の第１項。第35条第１項。第35条第１項（東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第11条の６第１項の規定により適用される場合を含む。）。
６ページの上段になります。

同法第32条第１項。租税特別措置法第32条第１項。
附則第20条の２第２項中「前項の規定は、同項」を「前２項の規定は、これら」に、「、前項」を「、これら」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に、次の１項を加える。
「２　その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災により滅失したことによってその居住の用に供することができなくなった所得割の納税義務者（以下この項において「被相続人」という。）の相続人（震災特例法の第11条の６第２項に規定する相続人をいう。以下この項において同じ。）が、当該滅失をした旧家屋（同条第２項に規定する旧家屋という。以下この項において同じ。）の敷地の用に供されていた土地等の譲渡をした場合（当該譲渡の時までの期間当該土地を当該相続人の居住の用に供する家屋の敷地の用に供していない場合に限る。）における当該土地等（当該土地等のうちにその居住の用に供することができなくなった時の直前において旧家屋に居住していた者以外の者が所有していた部分があるときは、当該土地等のうち当該部分以外の部分に係るものに限る。以下この項において同じ。）の譲渡については、当該相続人は、当該旧家屋を当該被相続人がその取得した日として令附則第27条の２第４項で定める日から引き続き所有していたものと、当該直前において当該旧家屋の敷地の用に供されていた土地等を所有していたものとそれぞれみなして、前項の規定により読み替えられた附則第15条、附則第15条の２、附則第15条の３又は附則第16条の規定を適用する。」。
７ページになります。附則第21条第１項中「附則第45条第３項」を「附則第45条第４項」に、「「法附則第５条の４の２第５項」を「「法附則第５条の４の２第６項（同条第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」に、「附則第５条の４の２第５項」と、」を「附則第５条の４の２第６項」と、」に改め、同条第２項中「第13条の２第１項から第５項」を「第13条の２第１項から第６項」に、「附則第45条第４項」を「附則第45条第５項」に、「「法附則第５条の４の２第５項」を「「法附則第５条の４の２第６項（同条第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」に、「適用される法附則第５条の４の２第５項」を「適用される法附則第５条の４の２第６項（法附則第45条第６項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」に改める。
８ページになります。
附則。

施行期日。

第１条　この条例は平成25年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
（１）第33の７第２項の改正規定並びに附則第２条の２、第３条、第３条の２、第５条の４、第15条の２及び第20条の２の改正規定並びに次条の規定。平成26年１月１日。
（２）附則第５条の３の２及び第21条の改正規定。平成27年１月１日。

延滞金に関する経過措置。
第２条　改正後の奥多摩町町税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）附則第２条の２の規定は、延滞金のうち平成26年１月１日以後の期間に対応するものについて適用し、同日前の期間に対応するものについては、なお従前の例による。
町民税に関する経過措置。

第３条　新条例附則第３条の２の規定は、平成26年度以後の年度分の個人の町民税について適用し、平成25年度までの個人の町民税については、なお従前の例による。

２　新条例附則第20条の２第２項の規定は、町民税の所得割の納税義務者が平成25年１月１日以後に行う同項に規定する土地等の譲渡について適用する。
３　新条例附則第21条の規定は、平成27年度以降の年度分の個人の町民税について適用し、平成26年度までの個人の町民税については、なお従前の例による。

固定資産税に関する経過措置。

第４条　別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中、固定資産税に関する部分は、平成25年度以降の年度分の固定資産税について適用し、平成24年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。
２　平成25年４月１日の前に新法附則第15条の９第１項に規定する耐震基準適合住宅に係る耐震改修（当該耐震改修に要した費用の額が30万円以上50万円以下のものに限る。）に係る契約が締結され、同日以後に当該耐震改修が完了する場合における新条例附則第８条の３第６項の規定の適用については、同項中「書類及び」とあるのは、「書類及び当該耐震改修に係る契約をした日を証する書類並びに」とする。

続きまして、議案第50号　専決処分の承認を求めることについて、ご説明をいたしますが、次のページの中ほどの「１　奥多摩町国民健康保険条例の一部を改正する条例」の中で、ちょうど中間になりますが、「保険」の後ろに「税」という字を追加していただきたいと思います。
それでは１ページお戻りください。地方自治法第179条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分いたしましたので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求めるものでございます。
次のページをお開きください。
平成25年専決第３号。
専決処分書。
地方自治法第179条第１項の規定により、次のとおり専決処分いたしましたので、ご報告申し上げます。
１　奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例。

理由としまして、地方税法の一部を改正する法律（平成23年法律第30号）が、平成25年３月30日に公布され、その施行に関し、この条例の一部を改正する必要が生じましたが、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がございませんでしたので、専決処分いたしたものでございます。
改正の主な内容ですが、国民健康保険税では軽減を受けている世帯について、従前と同様の軽減措置を受けることができるよう、特定同一世帯所属者を含めて、軽減対象基準額を算定することとしています。措置について、期限を区切らない恒久措置が施行されたことが主な改正の内容です。
それでは条例改め文もございますが、別紙の新旧対照表により、改正内容につきましてご説明をいたします。下線部分が改正箇所となっております。
新旧対照表の９ページをお開きください。
第20条第２号中「の属する月以後５年を経過するまでの間に限り、同日」を削る。

附則第17条中「第３項」を「第４項及び第５項」に、「第36条」を「第35条第１項」に改めるものでございます。
附則としまして、施行期日。

１　この条例は、平成25年４月１日から施行する。ただし、附則第17項の改正規定は平成26年１月１日から施行する。
適用区分。

２　次項に定めるものを除き、改正後の奥多摩町国民健康保険税条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成25年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成24年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。
３　新条例附則第17項の規定は、平成26年度以降の年度分の国民健康保険税について適用する。
以上で、平成24年３月31日をもちまして専決処分いたしました議案第49号　奥多摩町町税賦課徴収条例の一部を改正する条例、及び議案第50号　奥多摩町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の説明を終わらせていただきます。ご審議を賜り、ご承認くださいますようお願いいたします。
○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。
これより、ただいま上程の議案第49号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第49号の質疑を終結します。

　次に、議案第50号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第50号の質疑を終結します。

次に、ただいま上程の議案第49号及び議案第50号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。
日程第６　議案第49号について、承認することに賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第49号については承認されました。

次に、日程第７　議案第50号について、承認することに賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第50号については承認されました。

　次に、日程第８　報告第１号　平成24年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費繰越計算書について報告願います。企画財政課長。

〔企画財政課長　若菜　伸一君　登壇〕
○企画財政課長（若菜　伸一君）　報告第１号　平成24年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費繰越計算書につきまして、ご説明をいたします。

　平成24年度奥多摩町一般会計予算について、地方自治法第213条第１項の規定に基づく繰り越しを行いましたので、地方自治法施行令第146条第２項の規定によりご報告するものです。

次のページをお開きください。平成24年度奥多摩町一般会計予算繰越明許費の繰越計算書でございます。去る３月開会の平成25年第１回奥多摩町議会定例会においてご決定をいただきました繰越明許費予算の鳩の巣荘実施設計委託事業につきまして、事業の金額は3,170万8,000円、翌年度繰越額は2,290万8,000円。この財源内訳につきましては、全額の2,290万8,000円が一般財源でございます。

　以上で、報告第１号の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で報告は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、11時５分から再開とします。

午前10時54分　休憩

午前11時05分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、日程第９　議案第51号　奥多摩町営住宅使用条例の一部を改正する条例を議題とします。
これより提案理由の説明を求めます。地域整備課長。
〔地域整備課長　川村　文雄君　登壇〕
○地域整備課長（川村　文雄君）　議案第51号　奥多摩町営住宅使用条例の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明を申し上げます。
理由としましては、町が取得した住宅を町営住宅として活用したいため、規定を整備する必要があるためでございます。町が取得した住宅につきましては、昨年12月議会におきましてご審議いただきました川井地内の土地面積209平方メートル、建物113.9平方メートルの木造２階建ての住宅でございます。
この条例改正につきましては、新旧対照表をごらんいただきたいと思います。
10ページをお願いいたします。第２条の表の項の次に、次のように加えるものでございます。名称欄に「川井若者住宅」、位置覧に「奥多摩町川井564番地１」、戸数欄に「１」を加えるものでございます。

次に、第３条中「第７号」を「第８号」とし、「第６号」を「第７号」とし、「第５号」の次に、次の１号を加え、改めるものでございます。

「（６）川井若者住宅　若者等の定住化を促進するため取得した住宅をいう。」を加えるものでございます。

新旧対照表11ページをごらんください。第６条中「第９号」を「第10号」とし、「第８号」を「第９号」とし、「第７号」の次に、次の１号を加え、改めるものでございます。

「（８）川井若者住宅については、現に同居し、又は同居しようとする配偶者（婚姻の届け出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者、その他婚姻の予約者を含む。）がある者で、入居申込時における世帯主の年齢が50歳以下であること。ただし、同住宅を退去後、再申込みはできないものとする。」を加える。

第６条の２項の次に、次の１条を加えるものでございます。「第６条の３　第２条に規定する町営住宅のうち、川井若者住宅の入居期間は10年以内とする。ただし、町長が特に必要と認めるときは、この限りでない。」を加える。

次に、第30条第３項中「海沢若者住宅駐車場」を「海沢若者住宅及び川井若者住宅駐車場」に改めるものでございます。
別表第１の中で、名称欄の「海沢若者住宅」を「海沢若者住宅　川井若者住宅」に改めるものでございます。
別表第２中の栃久保第１住宅の項、使用料月額の欄中「第４号」を「第５号」に改めるものでございます。
12ページをお願いいたします。名称欄の海沢若者住宅の項の次に「川井若者住宅」を加え、使用料月額の欄に「５万3,000円」を加えるものでございます。
別表第３の駐車場設置町営住宅欄に「川井若者住宅」を加えるものでございます。
附則としまして、この条例は公布の日から施行するものでございます。
以上で議案第51号の説明を終わります。ご審議の上、ご決定を賜りますようお願いいたします。
○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

　これより、ただいま上程の議案第51号の質疑を行います。
　７番、師岡伸公議員。
○７番（師岡　伸公君）　この住宅の今後の広報活動というんですか、募集をかける具体的な案がございましたらお聞かせください。
○議長（清水　典子君）　地域整備課長。

○地域整備課長（川村　文雄君）　それでは７番、師岡議員のご質問にお答えさせていただきます。
今回ここでご決定をいただきましたら、まず６月の広報おくたまに掲載を予定してございます。そして、あと奥多摩防災無線を利用する予定でございます。それと今、子育ての関係で福祉課で町外に発信してるものにも載せていただく予定でございます。
以上でございます。

○議長（清水　典子君）　ほかに。
（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第51号の質疑を終結します。

　次に、ただいま上程の議案第51号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

　日程第９　議案第51号について、原案に賛成の議員は起立願います。
（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第51号については原案のとおり可決されました。

　次に、日程第10　秋川流域斎場組合議会の議員の選挙を議題とします。
選挙の方法につきましては、地方自治法第118条第２項の規定により指名推選により行いたいと思いますが、これにご異議ありませんか。
（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、選挙の方法は指名推選とすることに決定しました。

指名につきましては、議長において指名させていただきたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、指名につきましては議長において指名することに決定しました。

秋川流域斎場組合議会議員に、

３番　高橋　邦男議員、

８番　酒井　正利議員、

以上２名を指名いたします。

　お諮りします。秋川流域斎場組合議会議員には、ただいま指名した２名の議員を当選とすることにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、秋川流域斎場組合議会議員には３番、高橋邦男議員、８番、酒井正利議員、両名を当選人とすることに決定しました。
以上で本臨時会に付議された案件の審議は全て終了いたしました。

　以上をもって、平成25年第１回奥多摩町議会臨時会を閉会といたします。大変ご苦労さまでした。
午前11時14分　閉会

地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　奥多摩町議会議長

　　　　　　　奥多摩町議会議員

　　　　　　　奥多摩町議会議員
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